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1) 第79議会，上院380号法案。全士は S. K. Bailey， Cong7/!SS Makes a Laω Tke Story behind 
Ihe E~悦.plo戸>ncnt Act 011946， 1950， pp. 243-244 (Appendix A)に収聾されている。
























2) Labor Research Associations， Labor Fact Book， B_1947， pp. 30-31 
3) 倒えばゼネラル エ νグトリック社とNAMとが共同して作成したハンフレツトは完全雇用法
案iこ対する攻撃を同法の8つの条文になぞらえていた。すなわち，完全雇用法案は (1) [政府統
制を意味するj. (2) [私企業を破壊するj. (3) [行政府の権力を増大させるj. (4) [批判主義者の
用語であるj. (5)[補整的フ 4スカル ポリグー 一ー一連邦支出と誘いオ を立法化するj. (6)[社
会主義に噂(J.(7) [実行不可能で非実践的で約束があまりに多すぎるj. (8) [物実いのための条
文句7ある」。
























4) S. S. Alexander， "Opposition to Deficit Spending for the Prevention of Unemploy-
ment "， Essays四 H針ωr01 Alv同 H. Rω1sen， 1筑叩岬e，Employm問 Zωui Public Pohcy， 
1948， p.178，永田・都圏監訳IrA.H ハソセン記念論文集，所得j 雇用及び公共政策』上(豊
川卓二訳)， 203頁。
5) Committee on Banking and Currency， Assuring FuZl Emtlo'Yment in a Fn;e Compe-
titive Econcmy， S.Report No. 582 (79thじong.，1st Sess.， Sept. 22， 1945) 
叫 C.B. C.. Minority V~eωs. S. Report No. 582. Part 2 (Sept. 2， 1945) 


























な政策は 1年 1年と政府支出を増大させ r価格のインフレーションと人為的
好況をつ〈りだし不況や失業を避けようとするものである。Jr戦時においてわ
























7) Ibid.， pp. 2-6 
8) この種の反対論と同様に， r反ケインズ主義」の立場から初期の完全雇用政策を批判し，完全
雇用法案の反対論に重要な世割を果した経済学者にタ ポアがし、る。 G.Terborgh， The Bogey 
Q1 Economic Maturity， 1945参照。
























9) C. B. C.， S. Report No. 582， p. 9 
10) Ibid.， p. 27 
11) A. H. Han~en. Econormc Policy側 dFull E:例.plo引制叫.1947， p.20，小原敬土訳『経済政
粛と完全雇用.!I22-23頁。
12) ノ スによれば， r自由競争企業」 とし、う用語は， 自由とか競争とかを明確に規定するも
のではなし「明らかに民共産主義 民社会主義といつことである E G Nourse. E印刷即日
叫 theP.叫licServi出 .Administ叫 tiveAspects ザ theE，nPloymeni Act， 1953， P 345 


























13) Hearings on S. 380， (79 th Cong.. 1st Se田.)p. 906以下引用の傍点はすべてヲ開者。
14) Ibid" p. 965 
15) J. M. Keynes. Mea削初 P1'osperity，1933. p. 14 











ない。 国家財政は， その活動の規模と範囲がどのように広がろうとも， それ
自体としては資本主義的生産の基本的諸関係〔利潤， 利子， 賃労働等)を根本的
に脅かすととはありえず， せいぜいそれらの関係を副次的に修正するにすぎな













16) Heanngs on S. 380， pp. 682-683; A.H. Hansen， ot cit.， p.110邦訳，前掲書， 127-1田買。
17) G. Colm， E.旨says岬 Public1"問問ceand :Fiscal .Policy， 1955， p.179，木村元一他訳『財政
と景気政軍Jl183頁。



















な 1時的連合を， その背景にもっていたoJ20) ぞれは戦争を「超階級的」にた
たかうとL、う形で第2次世界大戦にもちこまれ， 1944守秋のノレーズベルトの例
のない大統領四選に示されたように，また，戦時のさまざまな政府機関に労働
18) ジドエイ アレクサンダーは前述の諭止でじ二の法案に対する反対論の恨拠;;4ワあげてし 1る。
(1) (理論と情勢に対する)誤解， (2)産業予備軍(の枯渇に対する不安)， (3)階級対立(を強める
立法と』、う認識)， (4)固ま権力の増大に対する王制布。そι~，披は桔論とし(， r反対論のもっと
も重要な唯1の恨拠 しかもその他の多〈の反対論の根拠そ説明する助けとなるものは，完全雇
用を保証する政府の責任はj 企業家の重現住の長期的衰退令意味するとし、う事実であるJ (3. S 
Alexander， Qt. cit.， p_178，邦訳，前掲書， 203頁)と述ぺている。
19) 提案は， J. H_ G. Pierson， FuU Empl句?削叫 andPree E叫erprise，1947 に 'The Role-
01 Fiscal Policy"のタイトルで収聾されれている。
20) W.Z. Foster， Outl四 PoliticatHistoη 01山 Ame1iι匁 1951 アメリヵ政治史研究会訳『ア
メリカ政治史概説』同 660頁。



























22) S.K. Bailey， op. cit， Chap.， V および C.B.C.，op叫， Appendix A and B，参照。
























23) スチL デンスキー とクロスは. rマ-vイ法案(完全雇用法案)は 連邦予算を純粋に財政
的政策としてよりも，経済を規制する道具としてとらえようとする傾向を代表する最高のもの」
(Studenski叩 d Kross，日nancialHistoryザ theU削 tedStates. 1952. p. 46引 と述べてし、
る。


























24) 全土の邦訳は， A. H ハンセγ，小原訳『経済政粛と完全雇用』およびアメリカ学会訳編
r原典アメリカ史別巻』に収量ぎれてL、る。





















































25) E. D. Nourse， op. cit.， pp. 343-3~~ 
26) Ibid.， p. 127 


























27) R. O. Boyer and H.M.Morais， Labo内 UntoldStゆり， 1955，雪山腹正訳「アメリカ労働運動
の歴史』ド， 297-298頁。

























28) A. H. Hansen， op. cit.， p.109，調1訳，前掲書， 126頁。
29) G. Colm op. cit.， . Maintaining High-Level Production and Employment: Technical 
Requi:ement "， p. 186，邦訳j 前掲書J 190頁。
30) Ibid.， p.182同上， 186頁。


























31) E. D. Nourse， op. cit.， (Appendix D)， p.484 
32) Ibid.， p. 477 
3~) Ib~d. ， p. 479 





















34) 1 b~d. ， p. 481 
35) コルムは， r1946年雇用法の第2岡署名記念日」に行った講演で;同法の茸義について述へな
がらj 最後にその目的 「経済の均衡的拡大」 達成のためには. r立法的ならびに行政酌
手続を改善すること z 経営者ならびに労働者がその態度を修正すること，傍資関係制度を調整す
ることJ(G Colm， ot.cii.， "un the Road to Economic Stabilization "， f， 328邦訳前掲r
書，第16章， 330頁)の必要性を強調している。
